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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

 

１．商号 

   丸國證券株式会社 

 

２．登録年月日（登録番号） 

   ２００７年９月３０日（関東財務局長（金証）第１６６号） 

 

３．沿革及び経営の組織 

(１) 会社の沿革 

年   月 沿     革 

１９３８年 ５月 

１９４４年 ９月 

１９４８年 ９月 

１９４９年 ２月 

１９４９年 ４月 

１９４９年 ９月 

１９６８年 ４月 

１９７３年 ９月 

１９８３年１２月 

１９８６年 ２月 

１９８８年 ９月 

１９９８年１２月 

２００１年 ４月 

２００４年１２月 

２００７年 ９月 

２０１４年 ３月 

２０１５年 ３月 

兩國證券株式会社を設立 

明和証券投資株式会社(資本金１０万円)を吸収合併 

証券取引法に基く証券業者として登録 

丸國證券株式会社と商号変更 

東京証券取引所正会員となる 

山二株式会社を吸収合併 

改正証券取引法による第１・第２及び第４号免許取得 

本社ビル竣工 

富士銀行資本参加、法人部新設 

第３号免許取得 

大阪証券取引所正会員となる 

証券取引法改正に基く証券業の登録 

大阪証券取引所組織変更に伴い先物取引等取引参加者資格を取得 

ジャスダック証券取引所の取引参加者となる 

金融商品取引法の施行に伴う金融商品取引業者の登録 

大阪証券取引所先物取引等取引参加者資格を喪失 

岡三証券グループと業務資本提携締結 
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(２) 経営の組織 
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４．株式の保有数の上位１０位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株

主等の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

氏名又は名称 保有株式数 議決権 割合 

１．渡 邊   靖 雄 ２,２７５,９８４株   ２,２７５ ３４.５７％ 

２．株式会社岡三証券グループ １,４８４,１６０ １,４８４ ２２.５５ 

３．丸 国 不 動 産 株 式 会 社 １,１１４,５６７ １,１１４ １６.９３ 

４．渡  邊   国  夫 ９５８,９８６ ９５８ １４.５５ 

５．株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 ３７６,８００ ３７６ ５.７１ 

６．小  川   淑  子 １６４,０９６ １６４ ２.４９ 

７．渡  邊   京  子 １１８,４９２ １１８ １.７９ 

８．株式会社七十七銀行 ６０,０００ ６０ ０.９１ 

９．川  﨑   敏  江 １０,０００ １０ ０.１５ 

10．金 井   吉 太 郎 ８,４００ ８ ０.１２ 

その他（６名） １３,０２４ １３ ０.１９ 

計  １６ 名 ６,５８４,５０９ ６,５８０ １００.００ 

（注）１.割合は、小数点第３位以下を切捨てて表示しております。 

２.割合は、自己株式(１,００２,０３５株)を控除して計算しております。 

 

５．役員（外国法人にあっては、国内における代表者を含む。）の氏名又は名称 

役 職 名 氏 名 又 は 名 称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

取締役社長 進 藤  雅 文 有 常 勤 

専務取締役 渡 邊  靖 雄 有 常 勤 

常務取締役 藤 曲    昇 無 常 勤 

取 締 役 吉 﨑    寛 無 常 勤 

取 締 役 栗 原  正 弘 無 常 勤 

監 査 役 落 合  孝 史 無 常 勤 

監 査 役 久 米  忠 明 無 非常勤 
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６．政令で定める使用人の氏名 

(１) 金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その

他の規則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、

課長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該業務を統括する者の権限

を代行し得る地位にある者を含む。）の氏名 

氏   名 役 職 名 

阿久津 修  検査部長 

     

(２) 投資助言業務（金融商品取引法第２８条第６項に規定する投資助言業務をいう。）又

は投資運用業（同法第４条に規定する投資運用業をいう。）に関し、助言又は運用を行

う部門を統括する者（金融商品の価値等（金融商品取引法第２条第８項第１１号ロに

規定する金融商品の価値等をいう。）の分析に基づく投資判断を行う者（投資助言業務

に関し当該投資判断を行う者にあっては、第一種金融商品取引業（有価証券関連業に

該当するものに限る。）に係る外務員の職務を併せ行うものを除く。）を含む。）の氏名 

 

該当者なし。 

 

７．業務の種別 

(１) 金融商品取引業 

① 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引 

② 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引の媒介、

取次ぎ又は代理 

③ 取引所金融商品市場における有価証券の売買又は市場デリバティブ取引の委託の

媒介、取次ぎ又は代理並びに外国金融商品市場における有価証券の売買又は外国

市場デリバティブ取引の委託の媒介、取次ぎ又は代理 

④ 有価証券の引受け 

⑤ 有価証券の売出し 

⑥ 有価証券の募集若しくは売出しの取扱い又は私募の取扱い 

⑦ 前各号に掲げる行為に関して、顧客から金銭又は有価証券若しくは証書の預託を

受けること 

⑧ 社債等の振替を行うために口座の開設を受けて社債等の振替を行うこと 

 

(２) 金融商品取引業に付随する業務 

① 有価証券の貸借又はその媒介若しくは代理 

② 信用取引に付随する金銭の貸付け 

③ 顧客から保護預りをしている有価証券を担保とする金銭の貸付け 

④ 有価証券に関する顧客の代理 

⑤ 投資信託又は外国投資信託の受益証券に係る収益金、償還金又は解約金の支払に

係る業務の代理 
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⑥ 累積投資契約の締結 

⑦ 有価証券に関連する情報の提供又は助言 

⑧ 他の金融商品取引業者等の業務の代理 

⑨ 譲渡性預金の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理 

 

(３) その他業務 

① 金地金の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理 

② その行う業務に係る顧客に対し他の事業者のあっせん又は紹介を行う業務 

 

８．本店その他の営業所又は事務所（外国法人にあっては、本店及び国内における主たる営

業所又は事務所その他の営業所又は事務所）の名称及び所在地 

名    称 所  在  地 

本    店 東京都中央区日本橋小網町１０番２号 

  

９．他に行っている事業の種類 

   

該当事項はありません。 

 

10．苦情処理及び紛争解決の体制 

 

特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター 

 

11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

 

日本証券業協会 

 

12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

 

東京証券取引所 

 

13．加入する投資者保護基金の名称 

 

日本投資者保護基金 
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Ⅱ．業務の状況に関する事項 

  

１．当期の業務の概要 

〔市 況〕 

２０２５年３月中旬に米国が鉄鋼・アルミ製品への追加関税を発動、トランプ政権

の政策が景気後退に繋がる『トランプ・スランプ』を懸念した米国株の下落で同年３

月末から同年４月上旬にかけて下値を模索する展開となり、対日本を含め想定を大き

く上回る高関税で世界的に株式相場が下落しました。４月９日には相互関税の上乗せ

部分を９０日間停止する措置が実施され相場は急反発しました。同年５月には米中の

関税引き下げ合意が相場を押し上げました。貿易摩擦の激化への懸念が和らぎ同月１

３日には約１ヵ月半ぶりに３８,０００円台を回復しました。その後は円高が株式相

場の重荷になる場面もあり３７,０００円台を中心に推移する展開が続きました。 

同年６月は米国連邦準備理事会（ＦＲＢ）の早期利下げ期待等を手掛かりに半導体

関連に買い注文が入り、同年６月末にかけて米国株が最高値を更新して日経平均株価

も連れ高となりました。同年７月に入り米国が日本からの輸入品に課す関税の水準が

懸念され、日経平均株価は同年６月中旬に４０,０００円を下回って推移していまし

たが同月２３日に日米の関税交渉が纏まり、米国が主張していた２５％より低い１

５％になると、株式市場は急反発しました。 

同年８月は米国利下げ期待の高まりなどを背景に出遅れていた日本株に海外資金が

流入し、同年８月の月間売買代金は過去２番目の大きさになりました。株高が急ピッ

チだったこともあり、その後は上値更新が重くなりました。 

同年９月の日経平均株価は月間で２,２１４円高となり、同年４月以降６ヵ月連続

で上昇しました。国内の政局の変化や生成ＡＩ需要の拡大、米国の利下げなどを受け

た株高が進み、同月２５日には日経平均株価終値で最高値となる４５,７５４円を付

けました。同年１０月４日には高市早苗氏が自民党総裁選出。財政拡張路線を好感し

た「高市トレード」が進みＡＩ半導体関連や海外勢の買越し等投資家心理の改善によ

り、同年１０月２７日には日経平均株価は５０,０００円に乗せました。同年１１月

に入るとＡＩ関連が売られた一方で出遅れ株が買われました。 

同年１２月中旬に日銀の利上げに伴い長期金利は大きく上昇しました。ただ為替が

円安・ドル高に傾いたことで株価への影響は限定的でした。２０２６年１月に入り高

市首相が衆議院解散を検討していると伝わったのを受けて政局安定化への期待も広が

り同月１４日には日経平均株価は５４,０００円の大台を突破しました。同年２月に

自民党が衆院選で大勝して財政拡張的な政策が進むとの期待から同月末に向けて買わ

れ同月２６日には日経平均株価は一時５９,０００円台に乗せました。同年３月は中

東情勢の悪化により原油高で景気減速するとの懸念もあって売りに拍車をかけました。

同年３月末の日経平均株価は５１，０６３円で終わりました。 
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〔事業の経過及び成果〕 

日経平均株価が最高値を更新する中、当社の２０２６年３月期の営業収益は５３６

百万円（前年比１２４百万円増）となりました。経常損益は８６百万円（前年比７５

百万円増）、特別損益９１９百万円を加算後の税引前当期純利益が１,００５百万円と

なり法人税等３８４百万円を差引後の当期純利益は６２１百万円となりました。 

 

〔当社が対処すべき課題〕 

２０２５年度は、新５ヵ年計画（２０２５年４月１日～２０３０年３月３１日）の

初年度、２０３０年３月期末の営業収支１億円プラスの目標を掲げて当面の営業収支

黒字化を目指して営業力の強化に注力、営業経験豊富な営業部長との同行訪問による

顧客との取引深耕に注力しました。引き続き顧客との接点強化を図り手数料収入の増

進に繋げることが課題であります。日経平均株価の激しい変動（２０２６年２月には

史上最高値を更新、その後中東緊迫に伴い急落）もあり社員営業員の月間目標達成に

よるインセンティブ獲得額の増加を伴って３０％の手数料収入増となり、営業収支は

年間で７５百万円の改善となりましたが黒字転化には至りませんでした。一方、株式

運用に伴う配当金収入の増大により経常利益は８６百万円（前年比＋７５百万円）と

なりました。引き続き社長の岡三証券グループの人脈等を活用して営業員・歩合外務

員採用を促進し、営業部長との同行訪問増強や休眠顧客開拓など一段と営業力の強化

に注力して参ります。 

２０２６年度につきましては、営業収支の早期黒字化達成を目指し新５ヵ年計画を

もとに稼働客数の増大による手数料増強を図り、営業部長との同行訪問による投資情

報提供などにより、お客様の満足を得て具体的な成果に繋げることを最重要課題の一

つと位置付けております。 

管理面につきましては、財務局検査や日本証券業協会・日本取引所による合同検査

指摘をふまえた改善策を実施して再発防止に注力して参りますが、人材の育成と中途

採用の実現による管理面の人材補強が今後の課題であります。営業赤字の中、組織体

ごとの仕事の共有化、風通しの良い職場づくりを目指し少人数体制による堅実な運営

を推進して参ります。永年培われた対面営業を踏襲し、そのメリットを生かして株式

中心に取り組みを強化して参る所存であります。 
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２．業務の状況を示す指標 

(１) 経営成績等の推移 

（単位：百万円） 

 ２０２４年３月期 ２０２５年３月期 ２０２６年３月期 

資 本 金 ６０１ ６０１ ６０１ 

発行済株式総数 ７,５８６,５４４株 ７,５８６,５４４株 ７,５８６,５４４株 

営 業 収 益 ４４７ ４１１ ５３６ 

（受入手数料） ４２４ ３８０ ４９４ 

（（委託手数料）） ４２０ ３７６    ４９１ 

（（引受け・売出し・特定
投資家向け売付け勧誘
等の手数料）） 

－ － － 

（（募集・売出し・特定投
資家向け売付け勧誘等
の取扱い手数料）） 

０ ０ ０ 

（（その他の受入手数料）） ３ ３ ２ 

（((株券))） ３ ２ ２ 

（トレーディング損益） － － － 

（（株券等）） － － － 

（（債券等）） － － － 

（（その他）） － － － 

純 営 業 収 益 ４４０ ４０５ ５２７ 

経 常 損 益 △ ８３ １１ ８６ 

当 期 純 損 益 ４３５ ３７１ ６２１ 

 

(２) 有価証券引受・売買等の状況 

① 株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。） 

（単位：百万円） 

 ２０２４年３月期 ２０２５年３月期 ２０２６年３月期 

自   己 ２,００７ ２,３４３ ２,４９３ 

委   託 ５１,６０９ ４９,３１０ ６１,０３１ 

計 ５３,６１７ ５１,６５４ ６３,５２５ 

 

①－２ 株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものに限る。） 

 

該当事項はありません。 
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② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の

募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況

（電子募集取扱業務に係るもの及び電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除

く。） 

 

（単位：千株、百万円） 

区 分 引受高 売出高 

特定投資

家向け売

付け勧誘

等の総額 

募集の 

取扱高 

売出しの 

取扱高 

私募の 

取扱高 

特定投資
家向け売
付け勧誘
等の取扱
高 

２

０

２

４

年

３

月

期 

株 券    １    

国 債 証 券        

地方債証券        

特 殊 債 券        

社 債 券        

受 益 証 券    ４０    

そ の 他        

２

０

２

５

年

３

月

期 

株 券    ８    

国 債 証 券        

地方債証券        

特 殊 債 券        

社 債 券        

受 益 証 券    ５    

そ の 他        

２

０

２

６

年

３

月

期 

株 券    ０ ０   

国 債 証 券        

地方債証券        

特 殊 債 券        

社 債 券        

受 益 証 券    ９１    

そ の 他        

 

②－２ 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証

券の募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状

況（電子募集取扱業務に係るものに限る。） 

 

該当事項はありません。 
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②－３ 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証

券の募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状

況（電子記録移転有価証券表示権利等に関する業務に係るものに限る。） 

 

該当事項はありません。 

 

(３) その他業務の状況 

① 金地金の売買取引の委託に係る代理業務 

 

該当事項はありません。 

 

② その行う業務に係る顧客に対し他の事業者のあっせん又は紹介を行う業務 

 

該当事項はありません。 

 

(４) 自己資本規制比率の状況 

（単位：％、百万円） 

 ２０２４年３月期 ２０２５年３月期 ２０２６年３月期 

自己資本規制比率 

（Ａ／Ｂ×１００） 
２４２.５％ ３４２.３％ ３１６.３％ 

固定化されていない自己資本(Ａ) ７,５０９ ８,１０３ ７,９５１ 

リスク相当額（Ｂ） ３,０９６ ２,３６７ ２,５１３ 

 

市 場 リ ス ク 相 当 額 ２,７６８ ２,０３０  ２,１４３ 

取 引 先 リ ス ク 相 当 額 １５４ １５７   １９４ 

基 礎 的 リ ス ク 相 当 額 １７２ １７９ １７５ 

暗号等資産等による控除額 － － － 

    

  (５) 使用人の総数及び外務員の総数 

（単位：名） 

 ２０２４年３月期 ２０２５年３月期 ２０２６年３月期 

使 用 人  ５１  ５５ ５４  

（うち外務員）  （４７）  （５１）  （５０） 

 

 (６) 役員の業績連動報酬の状況（投資運用業を行う金融商品取引業者に限る。） 

 

 該当事項はありません。 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

  

１．経理の状況 

(１) 貸借対照表 

（単位：百万円） 

資 産 の 部 

科   目 
当        期 

２０２６年３月３１日現在 

前       期 
２０２５年３月３１日現在 

流 動 資 産 

現 金 ・ 預 金 

預 託 金 

顧 客 分 別 金 信 託 

信 用 取 引 資 産 

信 用 取 引 貸 付 金 

信用取引借証券担保金 

短 期 差 入 保 証 金 

信 用 取 引 差 入 保 証 金 

前 払 費 用 

未 収 入 金 

未 収 法 人 税 等 

未 収 収 益 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

無 形 固 定 資 産 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

出 資 金 

長 期 差 入 保 証 金 

長 期 前 払 費 用 

そ の 他 の 投 資 

９,３１９ 

３,９２６ 

３,８００ 

３,８００ 

１,５６２ 

１,５５９ 

３ 

５ 

５ 

０ 

１ 

－ 

２４ 

７,６８７ 

０ 

０ 

７,６８７ 

７,６２９ 

１０ 

４７ 

０ 

－ 

８,５１３ 

３,６７４ 

３,４００ 

３,４００ 

１,３５６ 

１,３５５ 

１ 

５ 

５ 

０ 

１ 

５５ 

２０ 

７,２６３ 

０ 

０ 

７,２６３ 

７,１９９ 

１０ 

４７ 

０ 

５ 

資 産 合 計 １７,００６ １５,７７６ 
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（単位：百万円） 

負 債 の 部 

科   目 
当        期 

２０２６年３月３１日現在 

前       期 
２０２５年３月３１日現在 

流 動 負 債 

信 用 取 引 負 債 

信 用 取 引 借 入 金 

信用取引貸証券受入金 

預 り 金 

顧 客 か ら の 預 り 金 

そ の 他 の 預 り 金 

受 入 保 証 金 

信 用 取 引 受 入 保 証 金 

短 期 借 入 金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

賞 与 引 当 金 

固 定 負 債 

繰 延 税 金 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

資 産 除 去 債 務 

そ の 他 の 固 定 負 債 

特 別 法 上 の 準 備 金 

金融商品取引責任準備金 

５,８１０ 

１,５６７ 

１,５６３ 

４ 

３,４７７ 

３,２７１ 

２０６ 

３４２ 

３４２ 

４０ 

１７ 

２３ 

３２７ 

１４ 

２,３５６ 

２,１７５ 

９１ 

４８ 

３１ 

９ 

５ 

５ 

５,３１１ 

１,３６３ 

１,３５７ 

６ 

２,７７１ 

２,６９０ 

８０ 

２８４ 

２８４ 

８５０ 

１ 

２３ 

３ 

１４ 

２,１０６ 

１,９３５ 

８３ 

４３ 

３１ 

１１ 

５ 

５ 

負 債 合 計 ８,１７２ ７,４２２ 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

別 途 積 立 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

当 期 純 利 益 

自 己 株 式 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

その他有価証券評価差額金 

４,１０８ 

６０１ 

２ 

２ 

４,１０６ 

２０９ 

３,８９７ 

１,９８０ 

１,２９６ 

６２１ 

△ ６００ 

４,７２５ 

４,７２５ 

４,１６３ 

６０１ 

２ 

２ 

３,５６１ 

２０９ 

３,３５２ 

１,９８０ 

１,０００ 

３７１ 

△ １ 

４,１９０ 

４,１９０ 

純 資 産 合 計 ８,８３４ ８,３５３ 

負債・純資産合計 １７,００６ １５,７７６ 

 



 

 

 

13 

(２) 損益計算書 

    （単位：百万円） 

科   目 
当    期 

(2025年4月1日～2026年3月31日) 

前      期 
(2024年4月1日～2025年3月31日) 

営 業 収 益 

受 入 手 数 料 

金 融 収 益 

金 融 費 用 

５３６ 

４９４ 

４１ 

８ 

４１１ 

３８０ 

３０ 

６ 

純 営 業 収 益 ５２７ ４０５ 

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 

取 引 関 係 費 

人 件 費 

不 動 産 関 係 費 

事 務 費 

減 価 償 却 費 

租 税 公 課 

そ の 他 

７２６ 

３９ 

４６６ 

７７ 

１０１ 

０ 

２９ 

１２ 

６７８ 

３９ 

４１１ 

１０２ 

９７ 

０ 

１８ 

９ 

営 業 損 益  △１９８  △２７３ 

営 業 外 収 益 

営 業 外 費 用 

２９１ 

５ 

２８４ 

０ 

経 常 損 益  ８６ １１ 

特 別 利 益 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 

特 別 損 失 

減 損 損 失 

投 資 有 価 証 券 売 却 損 

９２０ 

９２０ 

０ 

０ 

－ 

５０１ 

５０１ 

５６ 

２ 

５４ 

税 引 前 当 期 純 利 益 １,００５ ４５６ 

法人税、住民税及び事業税 ３８４ ８４ 

当 期 純 利 益 ６２１ ３７１ 
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(３) 株主資本等変動計算書 
 

前期 （２０２４年４月１日から２０２５年３月３１日まで） 

（単位：百万円） 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自 己 
株 式 

株 主 
資 本 
合 計 

資  本 
準備金 

資  本 
剰余金 
合  計 

利 益 
準備金 

その他利益剰余金 利  益 
剰余金 
合  計 

任 意 
積立金 

繰越利益 
剰 余 金 

当 期 首 残 高 ６０１ ２ ２ ２０９ １,９８０ １,１１４ ３,３０３ △１ ３,９０５ 

当 期 変 動 額          

剰 余 金 の 配 当      △１１３ △１１３  △１１３ 

当 期 純 利 益      ３７１ ３７１  ３７１ 
株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額 ( 純 額 )          

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － ２５７ ２５７ － ２５７ 

当 期 末 残 高 ６０１ ２ ２ ２０９ １,９８０ １,３７１ ３,５６１ △１ ４,１６３ 

 

 評価・換算差額等 
純資産 
合  計 

その他有価証券 

評 価 差 額 金 

評価・換算 

差 額 等 合 計 

当 期 首 残 高 ６,０４８ ６,０４８ ９,９５４ 

当 期 変 動 額    

剰 余 金 の 配 当   △１１３ 

当 期 純 利 益   ３７１ 
株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △１,８５８ △１,８５８ △１,８５８ 

当 期 変 動 額 合 計 △１,８５８ △１,８５８ △１,６００ 

当 期 末 残 高 ４,１９０ ４,１９０ ８,３５３ 

 

当期 （２０２５年４月１日から２０２６年３月３１日まで） 
（単位：百万円） 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自 己 
株 式 

株 主 
資 本 
合 計 

資 本 
準備金 

資  本 
剰余金 
合  計 

利 益 
準備金 

その他利益剰余金 利  益 
剰余金 
合  計 

任  意 
積立金 

繰越利益 
剰 余 金 

当 期 首 残 高 ６０１ ２ ２ ２０９ １,９８０ １,３７１ ３,５６１ △１ ４,１６３ 

当 期 変 動 額          

剰 余 金 の 配 当      △７５ △７５  △７５ 

当 期 純 利 益      ６２１ ６２１  ６２１ 

自 己 株 式 の 取 得        △５９９ △５９９ 
株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額 ( 純 額 )          

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － ５４５ ５４５ △５９９ △５４ 

当 期 末 残 高 ６０１ ２ ２ ２０９ １,９８０ １,９１７ ４,１０６ △６００ ４,１０８ 

 
 評価・換算差額等 

純資産 
合  計 

その他有価証券 
評 価 差 額 金 

評価・換算 
差 額 等 合 計 

当 期 首 残 高 ４,１９０ ４,１９０ ８,３５３ 

当 期 変 動 額    

剰 余 金 の 配 当   △７５ 

当 期 純 利 益   ６２１ 

自 己 株 式 の 取 得   △５９９ 
株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) ５３５ ５３５ ５３５ 

当 期 変 動 額 合 計 ５３５ ５３５ ４８１ 

当 期 末 残 高 ４,７２５ ４,７２５ 

 

 

８,８３４ 
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(４) 個別注記表 

当社の計算書類は、｢会社計算規則｣(平成１８年法務省令第１３号)の規定のほか、｢金

融商品取引業等に関する内閣府令｣(平成１９年内閣府令第５２号)及び｢有価証券関連業

経理の統一に関する規則｣(昭和４９年１１月１４日付日本証券業協会自主規制規則)に準

拠して作成しております｡なお､記載金額は千円未満の端数は切捨てて表示しております。 

 

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕 

１.トレーディング関連以外の有価証券等の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの･･･時価法を採用しております｡(評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法) 

市場価格のない株式等･････････････原価法を採用しております｡（売却原価は移動

平均法） 

２.固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産･････････････････････定率法を採用しております｡ 

但し、２０１６年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物については定額法を採用し

ております。 

無形固定資産･････････････････････定額法を採用しております｡ 

自社利用のソフトウェアについては社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づいております。 

３.引当金の計上基準 

(１) 貸倒引当金 

債権等の貸倒損失に備える為、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

(２) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備える為、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上して

おります。 

(３) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える為、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付

債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。なお、中小企業退職金制度

による共済金の支給見込額を控除して計上しております。 

(４) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備える為、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額

を計上しております。 

(５) 金融商品取引責任準備金 

証券事故による損失に備える為、金融商品取引法第４６条の５第１項に従い、

「金融商品取引業等に関する内閣府令｣第１７５条に定める所により算出した額

を計上しております。 
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４.収益及び費用の計上基準 

当社の主な事業内容は有価証券の売買事業であります。 

受入手数料の大半は委託手数料であり、委託手数料は、主に株式等の売買注文の取

次ぎから生じる手数料であります。売買注文を流通市場に取次ぐ履行義務は約定日

等に充足される為、当該一時点で収益を認識しております。 

上記以外でスポット的に発生する手数料としては募集取扱手数料、他社移管手数料

がありますが、こちらについては申込日に履行義務が充足されるものとして、収益

を認識しております。 

 

〔貸借対照表に関する注記〕 

１.有形固定資産の減価償却累計額･･･････････････････････････････９８百万円 

２.担保に供している資産及び担保に係る債務 

担保に供している資産･･････････････････････････投資有価証券３４０百万円 

上記に対する債務･･････････････････････････････短期借入 金  ４０百万円 

３.差し入れている有価証券等 

信用取引借入金の本担保証券･････････････････････････････１,４４７百万円 

信用取引貸証券･･････････････････････････････････････････････３百万円 

差入保証金代用有価証券････････････････････････････････････３９５百万円 

その他の担保として差し入れた有価証券････････････････････１,５７６百万円 

４.差し入れを受けている有価証券等 

信用取引貸付金の本担保証券･････････････････････････････１,４４８百万円 

信用取引借証券･･････････････････････････････････････････････３百万円 

受入保証金代用有価証券(再担保に供する旨の同意を得たものに限る｡)１,３０３百万円 

 

〔損益計算書に関する注記〕 

１.減損損失 

当事業年度において計上した減損損失は以下の通りであります。 

器具備品 ９７０千円 

営業活動から生ずる損益が前期及び当期においてマイナスであり来期以降の見込みも

不透明である為、各固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額して、当該減少額を

減損損失として特別損失に計上いたしました。 

なお、回収可能価額は使用価値により測定しておりますが業種の特殊性により将来キ

ャッシュ・フローを合理的に見積もることが困難な為、「０」として評価しておりま

す。 

 

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕 

１.発行済株式に関する事項 

当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数 

普通株式  ７,５８６,５４４株 



 

 

 

17 

２.自己株式に関する事項 

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

普通株式        １,００２,０３５株 

３.配当に関する事項 

⑴ 配当金支払額 

決 議 株式の種類 配当金の総額 
配当の

原 資 

１株当たりの 

配 当 額 
基 準 日 効力発生日 

2025年6月27日 

定時株主総会 
普通株式 

百万円 

７５  
利益剰

余 金 
１０円 2025年3月31日 2025年6月30日 

⑵ 基準日が当事業年度に属する配当の内配当の効力が当事業年度末日後となりますが

２０２６年６月２６日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する

事項を次のとおり提案しております。 

決 議 株式の種類 配当金の総額 
配当の

原 資 

１株当たりの 

配 当 額 
基 準 日 効力発生日 

2026年6月26日 

定時株主総会 
普通株式 

百万円 

９８  
利益剰

余 金 
１５円 2026年3月31日 2026年6月29日 

 

〔税効果会計に関する注記〕 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

賞 与 引 当 金 

減 価 償 却 超 過 額 

減 損 損 失 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

退 職 給 付 引 当 金 

金融商品取引責任準備金 

資 産 除 去 債 務 

未 払 事 業 税 

そ の 他 

４百万円 

２百万円 

１５百万円 

１５百万円 

２８百万円 

１百万円 

９百万円 

１５百万円 

２百万円 

繰 延 税 金 資 産 小 計 

評 価 性 引 当 額 

繰 延 税 金 資 産 合 計 

   ９５百万円 

△９５百万円 

―百万円 

 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 ２,１７５百万円 

繰 延 税 金 負 債 合 計 ２,１７５百万円 

  
繰 延 税 金 資 産 の 純 額 △２,１７５百万円 
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〔金融商品に関する注記〕 

１.金融商品の状況に関する事項 

当社は金融商品取引業を営んでおり、預金の他顧客に対する信用取引貸付金等の信

用取引資産などの金融資産を有しております。 

一方、事業に必要な資金の調達に伴い、主として短期の借入金等の金融負債を有し

ております。当社ではこれらの金融資産及び金融負債に関わる流動性リスク並びに

金利変動リスク等を管理する為、社内規程等に従い、与信枠及び資金繰り状況等の

適切な管理に努めております。 

２.金融商品の時価等に関する事項 

２０２６年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次の通りであります。 

なお、市場価格のない株式等（非上場株式 貸借対照表計上額１０百万円）は、

「投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。又、現金・預金、顧客分

別金信託、信用取引貸付金、信用取引借入金、顧客からの預り金、信用取引受入保

証金、短期借入金は短期間で決済されるので時価が帳簿価額に近似する為注記を省

略しております。 

（単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

投 資 有 価 証 券 
その他有価証券 

 
７,６１８ 

 
７,６１８ 

 
― 

（注） 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用

いて算定した時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを用いて算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ

ットがそれぞれ属するレベルのうち時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を

分類しております。 

 

投資有価証券 

その他有価証券の時価について、上場株式は相場価格によっております。 

上場株式は活発な市場で取引されている為、その時価をレベル１の時価に分類しておりま

す。 
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〔関連当事者との取引に関する注記〕 

１.兄弟会社等 

（単位：百万円） 

属  性 会社等の名称 
議決権等の所有

(被所有)割合 

関連当事者

との関係 

取 引 の

内 容 
取引金額 科  目 期末残高 

主要株主が議決

権の過半数を所

有している会社 

丸国不動産
株 式 会 社 

被所有 
直  接 

１６.９２％ 

本社建物
の賃貸借
取 引 

不 動 産
の 賃 借 

６９ 

未払費用 ０ 

長 期 差 入 
保 証 金 ４７ 

（注）取引条件ないし取引条件の決定方法等 

取引について一般取引条件と同様に市場価格等を勘案し、決定しております。 

 

２.役員及び個人主要株主等 

（単位：百万円） 

種 類 
会社等の名

称又は氏名 

議決権等の所有 

（被所有）割合 

関連当事者 

との関係 

取引の 

内 容 
取引金額 科  目 期末残高 

主要株主（個

人）及びその

近親者 
瀬川りり 

被所有 

直  接 

―(注 1) 

相 続 人 

自己株式

の取得 

(注 2) 

５９９ ― ― 

（注 1）議決権等の被所有者割合は、自己株式取得後のものであります。 

（注 2）２０２６年２月１３日開催の臨時株主総会特別決議に基づき自己株式を取得しております。 

 取得価格は、独立した第三者による株式価値評価書を勘案し、両者間の協議のうえ合意した

価格により決定しております。 

 

 

 

〔収益認識に関する注記〕 

収益を理解する為の基礎となる情報は｢〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕 

４.収益及び費用の計上基準」に記載の通りです。 

 

〔１株当たり情報に関する注記〕 

１.１株当たり当期純利益･･････････････････････････････････････････８３円１６銭 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりです。 

当期純利益･････････････････････････････････････････････････６２１百万円 

普通株主に帰属しない金額･･･････････････････････････････････････････ ―百万円 

普通株式に係る当期純利益･･･････････････････････････････････６２１百万円 

普通株式の期中平均株式数･･･････････････････････････････････････７,４６８千株 

２.１株当たり純資産･････････････････････････････････････････１,３４１円７６銭 

 

〔重要な後発事象に関する注記〕 

 

該当ありません 
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２．借入金の主要な借入先及び借入金額 

                          （単位：百万円） 

（２０２５年３月３１日現在） 

借入先の氏名又は名称 借入金額 

七 十 七 銀 行（ 短 期 借 入 金 ） ２００ 

東 京 証 券 信 用 組 合（ 短 期 借 入 金 ） ６００ 

日本証券金融株式会社（ 短 期 借 入 金 ） ５０ 

日本証券金融株式会社（信用取引借入金） １,３５７ 

 

（２０２６年３月３１日現在） 

借入先の氏名又は名称 借入金額 

日本証券金融株式会社（ 短 期 借 入 金 ） ４０ 

日本証券金融株式会社（貸借取引借入金） １,５６３ 

 

３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除

く。）の取得価額、時価及び評価損益 

（単位：百万円） 

 
２０２５年３月期 ２０２６年３月期 

取得価額 時  価 評価損益 取得価額 時  価 評価損益 

１．流動 資産 ― ― ― ― ― ― 

 (１) 株 券 ― ― ― ― ― ― 

 (２) 債 券 ― ― ― ― ― ― 

 (３) その他 ― ― ― ― ― ― 

２．固定資産 １,０６６ ７,１９２ ６,１２６ ７１７ ７,６１８

７,６１８ 

６,９０１ 

 (１) 株 券 １,０６６ ７,１９２ ６,１２６ ７１７ ７,６１８ ６,９０１

   (２) 債 券 ― ― ― ― ― ― 

 (３) その他 ― ― ― ― ― ― 

合   計 １,０６６ ７,１９２ ６,１２６  ７１７

  

７,６１８ ６,９０１

      

４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）

の契約価額、時価及び評価損益 

該当事項はありません。 

 

５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書

については、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき東陽監査法人の監査を受け、

監査報告書を受領しております。 
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Ⅳ．管理の状況 

  

１．内部管理の状況の概要 

(１)コンプライアンス 

当社は、コンプライアンスを経営の最重要課題の一つとして位置づけ、全役職員が一

丸となってコンプライアンスの徹底に取り組んでおります。また、取締役会及び内部

管理責任者会議を中心として内部管理体制の充実、明確化を図り、コンプライアンス

の徹底・内部管理の強化を図っております。 

各組織の概要は以下のとおりであります。 

① 取締役会 

当社のコンプライアンスに関する重要事項については取締役会において決定されます。 

② 内部管理責任者会 

内部管理統括責任者を委員長とする内部管理責任者会は、コンプライアンスに関する

事項を審議します。 

③ 内部管理統括責任者・内部管理統括補助責任者 

日本証券業協会規則に基く内部管理統括責任者は、法令遵守の徹底を図るべく、内部

管理体制の整備及び内部管理責任者等の指導・監督を行っております。また、検査部

長を内部管理統括補助責任者とし内部管理統括責任者の職務を補佐しております。 

④ 検査部 

検査部は、当社のコンプライアンスに関する諸施策の企画・推進・コンプライアンス

に係る教育研修、各種案件に関するコンプライアンス面での相談指導等コンプライア

ンスに係る事項を統括しております。 

⑤ 営業責任者・内部管理責任者 

営業部門に、日本証券業協会規則に基く「営業責任者・内部管理責任者」を置き、営

業活動・顧客管理等に関して、日々の業務が法令等に準拠し適切に遂行されているか

を指導監督または監視を行っております。 

(２)リスク管理体制 

リスク算定は、証券業務課がこれを行い、日々リスク相当額を計測し、担当役員に報

告しております。 

検査部は、リスク管理の状況につき、月次で内部監査を実施しております。 

① 市場リスク 

市場リスクとは、保有する有価証券等に、株価、金利及び外国為替相場等など市場全

体に共通の要素の変動によって発生し得る損失の危険（以下「一般市場リスク」とい

う。）とその他の理由によって発生し得る損失の危険（以下「個別リスク」とい

う。）をいいます。 

市場リスクは、一般市場リスクと個別リスクを、あらかじめ定めた限度額の範囲内

（市場リスク枠）に収めることで管理を行っております。 

市場リスク枠は、取締役会において決定するとともに、市場の変動や財務の健全性等

を勘案して、市場リスク枠を見直し、必要に応じて市場リスク枠を変更しております。 
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自己取引の実施権限を有する組織単位は、取締役会で決定された市場リスク枠の管理

を適切に行っております。なお、現在は自己売買業務（ディーリング）を中止してお

ります。 

証券業務課は、自己取引の実施権限を有する組織における市場リスク額を日々計測す

るとともに所定の枠内に収まっていることを確認し、内部管理統括責任者に報告して

おります。 

② 取引先リスク 

取引先リスクとは、取引の相手方の契約不履行その他の理由により発生し得る損失の

危険をいいます。 

取引先リスクは、取引の相手方の契約不履行その他の理由により発生し得る損失の危

険を、あらかじめ定めた限度枠(取引先リスク枠)の範囲内に収めることで管理を行っ

ております。 

取引先リスク枠は、取締役会において、取引先の信用度を適宜勘案して決定しており

ます。また、必要に応じて適宜見直しを行っております。 

取引の実行に当っては、その都度、取引先リスク枠の状況を確認のうえ行っておりま

す。 

証券業務課は、取引先リスクを毎日モニタリングし、取引先リスク枠の範囲内である

ことを確認し、内部管理統括責任者に報告しております。 

③ 基礎的リスク 

基礎的リスクとは、事務処理の誤り等日常的な業務遂行上発生し得る損失の危険をい

います。 

基礎的リスクは、市場リスク枠、取引先リスク枠を決定する際に、過去の実績に基づ

き予想される基礎的リスク額を勘案したうえで、あらかじめ定めた自己資本規制比率

を下回ることのないよう市場リスク枠及び取引先リスク枠を設定することにより管理

しております。 

基礎的リスクは、告示第１８条に定める方法により算出した基礎的リスク相当額をモ

ニタリングすることにより管理し、内部管理統括責任者に報告しております。 

④ システムリスク 

システムリスクとは、コンピュータシステムのダウン又は誤作動等、システムの不備

等に伴い顧客や当社が損失を被る危険やコンピュータが不正に使用されることにより

顧客や当社が損失を被る危険をいいます。 

システムリスクは、適切なリスク認識を行うこと等により、適切に管理しております。 

⑤ 流動性リスク 

流動性リスクとは、当社の業績の悪化等により必要な資金が確保できなくなり、資金

繰りがつかなくなる場合や、資金の確保に通常よりも著しく高い金利での資金調達を

余儀なくされることにより損失を被る危険及び市場の混乱等により市場において取引

が出来なかったり、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされることによ

り損失を被る危険をいいます。 

流動性リスクは、適切なリスク認識と評価を行うこと等により、適切に管理しており
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ます。 

(３)情報管理体制 

当社は、情報管理を情報セキュリティー対策の実施等を通じた情報資産の機密性・完

全性・可用性の確保、当社の情報資産の適切な保護と利用に係わる全ての行為と定め、

情報管理体制強化に努めております。また、「個人情報の保護に関する法律」を遵守し、

個人情報の管理に努めております。 

① 情報管理に関する規程類 

当社では「個人情報の保護に関する法律」に基き「プライバシーポリシー」を制定し、

ホームページ上に公表しております。 

② 情報管理 

ａ 情報管理統括責任者 

情報管理全般に関する企画、立案及び推進を統括する役員として、内部管理統括責任

者を「情報管理統括責任者」に任命しております。 

ｂ 情報管理責任者 

各部課長を「情報管理責任者」として任命し、各部店の情報管理の責任を負い、情報

管理に関する周知徹底、教育等を行っております。 

(４)顧客からの相談及び苦情に対する具体的な取扱い方法、内部監査体制 

お客様からの相談及び苦情等の申し出は、検査部の他各部長において受け付け、検査

部長は、苦情等の発生、処理状況、対策等について適宜内部管理統括責任者、常勤役

員及び取締役会に報告します。関係部署が連携して、その事実と責任を明確にし、お

客様の立場を尊重し、迅速、誠実、公平かつ適切にその解決を図ります。社内での対

応により苦情等の解決を図ることができない場合は、外部の紛争等解決機関（ＦＩＮ

ＭＡＣ）等を紹介し解決を図ります。また、紛争処理に関する訴訟行為は取締役会の

承認を得ることとし、必要に応じ、金融庁及び証券業協会へ報告を行うものとしてお

ります。 
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２．分別管理等の状況 

(１)金融商品取引法第４３条の２の規定に基づく分別管理の状況 

① 顧客分別金信託の状況 

（単位：百万円） 

項   目 ２０２５年３月３１日現在の金額 ２０２６年３月３１日現在の金額 

直近差替計算基準日の顧客分別
金必要額 

３,１５９ ３,５０４ 

期末日現在の顧客分別金信託額 ３,４００ ３,８００ 

期末日現在の顧客分別金必要額 ２,９４５ ３,５６２ 

 

② 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等を除く。）の分別管理の状況 

イ 保護預り等有価証券 

有価証券の種類 
２０２５年３月３１日現在 ２０２６年３月３１日現在 

国内証券 外国証券 国内証券 外国証券 

株 券 株 数 ２９,５２７千株 １千株 ２８,８４９千株 ２２千株 

債 券 額面金額 －百万円 －百万円 －百万円 －百万円 

受益証券 口 数 １９０百万口 ０百万口 ２２５百万口 ０百万口 

そ の 他 額面金額 － － － － 

 

ロ 受入保証金代用有価証券 

有価証券の種類 
２０２５年３月３１日現在 ２０２６年３月３１日現在 

数   量 数   量 

株 券 株 数    ８７７千株 ６４７千株 

債 券 額面金額       －百万円     －百万円 

受益証券 口 数     ０百万口 ０百万口 

そ の 他 額面金額 －    －     

 

ハ 管理の状況 

Ａ 株券、転換社債型新株予約権付社債、投資信託受益証券等 

顧客との取引に関して顧客から預託を受けた有価証券及び顧客の計算に属する有価

証券（以下「顧客有価証券」という｡）については、株券、転換社債型新株予約権

付社債、投資信託受益証券等の証券区分に応じて、証券保管振替機構、日証金信託

銀行等において帳簿等により当社の固有財産である有価証券その他の顧客有価証券

以外の有価証券（「固有有価証券」という）と区分管理し、混蔵して保管しており

ます。顧客有価証券については、当社の帳簿等により各顧客の持分が直ちに判別で

きるよう管理しております。 

なお、海外の保管機関で保管されている有価証券取扱金融商品取引業者より預り残

高の報告を受け、当社の帳簿等により、固有有価証券分と顧客有価証券分とを区分

し、顧客有価証券に係る各顧客の持分が直ちに判別できるよう管理しております。 
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Ｂ 信用取引に係る分別保管 

当社の顧客から信用取引を受託した場合には、金融商品取引業者等に関する内閣府

令第１４０条第１項に定める特例の要件を具備するため、顧客の建玉及び委託保証

金代用有価証券を管理しております。 

Ｃ 顧客分別金信託 

当社は、当社を委託者とし当社の顧客を元本の受益者として次のとおり顧客分別金

信託に係る信託契約を締結しております。なお、下記差替計算基準日が休業日の場

合には前営業日に繰り上げて計算し、差替日は差替計算基準日より４営業日目とし

ております。 

受託者  差替計算基準日 差 替 日 信託の種類 

日証金信託銀行 月曜日及び木曜日 差替基準日より４営業日目 特定金外信託 

Ｄ 分別管理の監査の状況 

当社は、金融商品取引法第４３条の２第３項の規定に基づき、同条第１項及び第２

項の規定による管理の状況について、日本証券業協会の規則に定めるところにより

毎年１回定期的に東陽監査法人の監査を受けております。 

 

③ 対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 

該当事項はありません。 

 

④ 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等（令第１条の１２第２号に規定する権利

を除く。）に限る。）の分別管理の状況 

該当事項はありません。 

 

(２) 金融商品取引法第４３条の２の２の規定に基づく区分管理の状況 

該当事項はありません。 

 

(３) 金融商品取引法第４３条の３の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表示権

利等に係るものを除く。）の状況 

該当事項はありません。 
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Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

  

該当事項はありません。 

 

以 上 


